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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．第８期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

３．第８期中、第９期中及び第８期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、１株当たり

中間(当期)純損失が計上されているため記載しておりません。 

４．従業員数の（ ）書きは臨時従業員数であり、各期間の平均人員を外書きにしております。 

回次 第７期中 第８期中 第９期中 第７期 第８期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高（千円） 2,796,942 2,779,928 2,974,534 5,693,662 6,131,110 

経常利益又は経常損失（△）  

（千円） 
372,119 △141,992 15,093 590,204 △79,505 

中間（当期）純利益又は中間（当

期）純損失（△）（千円） 
229,913 △431,748 △620,646 272,828 △676,432 

純資産額（千円） 1,705,832 1,327,447 614,044 1,775,498 1,096,294 

総資産額（千円） 5,443,643 5,374,148 4,541,852 5,226,472 5,312,532 

１株当たり純資産額（円） 10,943.24 8,194.28 2,846.46 11,353.89 6,677.73 

１株当たり中間（当期）純利益金額

又は中間（当期）純損失金額（△）

（円) 

1,478.56 △2,763.78 △3,970.71 1,751.11 △4,330.91 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額（円） 
1,444.15 － － 1,713.72 － 

自己資本比率（％） 31.3 23.8 9.8 34.0 19.6 

営業活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
603,203 △68,818 247,596 736,817 △101,067 

投資活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
△590,978 △616,712 57,294 △916,563 △779,827 

財務活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
602,889 371,051 △30,364 572,214 587,258 

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高（千円） 
1,139,956 649,291 980,434 947,728 694,410 

従業員数（名） 
205 

(100) 

222 

(86) 

211 

(61) 

199 

(93) 

222 

(82) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．営業収益には消費税等は含まれておりません。 

２．従業員数の（ ）書きは臨時従業員数であり、各期間の平均人員を外書きにしております。 

回次 第７期中 第８期中 第９期中 第７期 第８期 

会計期間 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成19年 
４月１日 

至 平成19年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成19年 
３月31日 

営業収益（千円） 513,830 381,272 406,743 813,403 596,835 

経常利益（千円） 41,105 108,837 117,719 76,345 61,832 

当期純利益又は中間（当期）純損失

（△）（千円) 
△4,453 △753,386 △214,355 17,190 △1,407,020 

資本金（千円） 1,070,695 1,075,310 1,078,117 1,074,644 1,077,784 

発行済株式総数（株） 160,110 160,692 161,046 160,608 161,004 

純資産額（千円） 2,049,621 1,260,400 398,457 2,079,162 598,348 

総資産額（千円） 3,652,070 3,581,533 2,564,786 3,834,454 3,046,346 

１株当たり配当額（円） － － － 175 － 

自己資本比率（％） 56.1 35.2 15.5 54.2 19.6 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数）（人） 

56 

(20) 

29 

(-) 

25 

(-) 

28 

(1) 

31 

(-) 



２【事業の内容】 

 当社グループは、当社（オリコン株式会社）及び連結子会社６社、持分法適用関連会社２社によって構成されてお

ります。 

 事業区分といたしましては、(1）独自のランキングに基づいた情報提供サービス及び音楽情報データベース供給を

行う「データベース事業」、(2）ＷＥＢ・携帯電話・雑誌の３つのメディアが互いに相乗効果を上げながら、ランキ

ングを切り口とした付加価値の高い情報を提供する「メディア事業」、（3）コレクションアイテムを中心とした通

信販売を行う「フランクリン・ミント事業」を展開しております。 

 当中間連結会計期間における、各部門に係る主な事業内容の変更と主要な関係会社の異動は、概ね次のとおりであ

ります。 

  

（データベース事業） 

 主な事業内容の変更及び関係会社の異動はありません。 

（メディア事業） 

主な事業内容の変更及び関係会社の異動はありません。 

なお、CINE WELCOME CO.,LTD.は、平成19年４月11日付でORICON CNS INC.に、オリコン・モバイル株式会社は、平成

19年12月１日付で株式会社oricon MEに商号変更しております。 

（フランクリン・ミント事業） 

 フランクリン・ミント株式会社を売却したことにより、当該事業から撤退しております。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、次の連結子会社を売却したことにより、連結から除外しております。 

  

  

名称 住所 
資本金 

（百万円） 
主要な事業の内容

議決権の所有又
は被所有割合 

(％) 
関係内容 

（連結子会社）          

フランクリン・ミント株

式会社 
 東京都中央区 100 

フランクリン・

ミント事業 
100  役員の兼任１名  



４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）従業員は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間連結会計期間の平均人員を（ ）内に外数で記載しておりま

す。 

(2）提出会社の状況 

 平成19年９月30日現在の従業員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）は25  

名であり、前事業年度末に比べ６名減少しております。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成19年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

データベース事業 35 (18) 

メディア事業 151 (43) 

全社（共通） 25    (-) 

合計 211 (61) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

（１）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、原油価格の動向や米国のサブプライムローン問題による先行き不

透明感があるものの、個人消費と設備投資が牽引役となり、全体として緩やかな拡大基調で推移いたしました。 

 このような状況下、当社グループを取り巻く主な業界の状況は次のとおりであります。 

 音楽業界におきましては、日本レコード協会調べで、平成19年上期（1月～6月）の着うた®・着うたフル®やPC向

け音楽配信等の有料音楽配信の売上実績が351億円となり、前年同期比42％増であったのに対し、音楽CDの生産実

績においては同じく平成19年上期において前年同期比４％減となり、さらにCDシングルに限った生産実績において

は前年同期比９％減の228億円となって、有料音楽配信の売上実績がCDシングルの生産実績を大きく上回る状況と

なりました。 

 移動体通信業界におきましては、社団法人電気通信事業者協会調べで、平成19年９月末現在、高速データ通信が

可能な第三世代携帯電話端末数が7,932万台となり、携帯電話加入者台数全体の79.9％を占めるに至りました。ま

た、パケット定額制の利用が拡大し、第三世代携帯電話使用者に音楽や映像などのリッチコンテンツの需要が増し

ています。 

 インターネットの分野におきましても、総務省調べで、平成19年６月末現在、ブロードバンド契約数が2,713万

契約（前年同月比12.1％増）となり、インターネットの利用環境が更に向上し、インターネットを活用したサービ

スも拡大と多様化を続けています。 

 一方、出版業界におきましては、社団法人全国出版協会・出版科学研究所調べで、当中間連結会計期間におい

て、書籍の販売金額が再び前年同期を下回り、雑誌も依然として前年割れを続けていることから、全体として厳し

い状況で推移いたしました。 

 このような事業環境のもと、当社グループでは当中間連結会計期間において、「オリコン」ブランドを活かし、

WEBメディア事業を中心とした伸張事業に経営資源をシフトさせ、収益の回復を図って参りました。 

 当中間連結会計期間における事業の種類別セグメント状況は次の通りであります。 

 １． メディア事業 

（１）WEBメディア事業 

①WEB広告 

 総合エンタテインメントサイト『ORICON STYLE』サイトを中心とするWEBサイトの拡充に注力し、収益の源

泉となるユニークユーザーの獲得を推進しました。WEB編集チームを増強し、音楽ジャンルにとどまらない

様々なランキング情報やエンタテインメント系ニュースなどのコンテンツの充実を図るとともに、これらの情

報をYahoo! JAPANに提供することを強化したことで、Yahoo! JAPANのニュースコンテンツ内のリンクから当社

サイトへのユーザー誘導が促進され、平成19年５月度において月間ユニークユーザー数（1ヶ月間の重複しな

い来訪者数）が初めて1,000万人を突破し、1,060万1千人となりました（ネットレイティング社・サイトセン

サス調べ）。このようなサイト来訪者の増加を背景として、バナー広告、タイアップ広告等の売上が増加し、

さらに顧客満足度（CS)ランキング連動型広告の売上も加わりました。 

 既に、WEBメディア事業を推進するオリコンDD株式会社は、Yahoo! JAPANへのエンタテインメント系ニュー

スの提供をはじめ、Yahoo! JAPANのアドネットワークサービスに参加するなど、ヤフー株式会社と良好な関係

のもと、事業の拡大を図っておりましたが、その協業関係を一層強固なものにして提携内容の拡充を図るた

め、平成19年６月29日にヤフー株式会社を割当先とする第三者割当増資を行うことを決議し、資本・業務提携

契約を結びました。これによって、オリコンDD株式会社は当中間連結会計期間よりヤフー株式会社の持分法適

用会社となりました。 

②ORICON CNS Inc.(旧 CINE WELCOME CO.,LTD.) 

 韓国でインターネット向け映像配信サービスを行う連結子会社ORICON CNS Inc.は、韓国国内のＥコマース

サイト等に向けた映像配信代行サービス「NEFF-PRO」を拡大させたことで売上を伸ばしました。 

 新たに開発した映像配信支援・管理システム「NEPI」については、平成19年６月にワーナーブラザーズグル

ープの韓国法人Warner Home Video(Korea)Inc.と「NEPI」を使用したコンテンツ配給について契約を締結し、

７月11日よりワーナーブラザーズグループの映画・ドラマの配信を開始いたしました。一方で「NEPI」の開発

費用及び営業費用が嵩んだことでORICON CNS Inc.の損益において営業赤字幅は拡大しました。 



（２）モバイル事業 

着信メロディの売上高は、下げ幅を縮小しながらも減少を続けましたが、この売上減少分を着うた®と着う

たフル®の売上増加分が補い、当中間連結会計期間のモバイル事業全体の売上高は増加しました。また、収益

力を高めるため、コスト管理の強化と効率化を図り、着信メロディの音源制作の発注方法を改めるなど原価の

圧縮にも努めました。 

（３）雑誌事業 

 前年同期には音楽系雑誌がオリコン40周年の記念広告を受注して売上を増やしておりましたが、当中間連結

会計期間においては、それと同様の増収要因がなく、さらにキッズファッション誌「キッズスタイル」が他誌

との競争激化によって、購読売上、広告売上が共に減少しました。 

 なお、収益力の落ちた「キッズスタイル」については、当社グループの事業ドメインから離れているという

こともあり、平成19年10月発売号をもって休刊といたしました。 

 以上の結果、メディア事業全体の当中間連結会計期間の売上高は、前年同期比20.6％増の2,486百万円、売

上高構成比は83.6％となりました。 

 ２． データベース事業 

 インターネットによる音楽マーケティングデータの有料提供サービス『真大樹』は、会員数を増やし、堅調

でした。一方、前年同期にはオリコン40周年記念事業として「CHART-BOOK COMPLETE EDITION 1968～2005」の

発行がありましたが、当中間連結会計期間においては、それと同様の増収要因がなく、データベース事業全体

の売上高は、前年同期比2.1％減の234百万円、売上高構成比は7.9％となりました。 

 ２． フランクリン・ミント事業 

 事業の立て直しを図るため、徹底したコスト削減を行い、DM発送についても費用対効果を考慮した絞込みを

行ったことで、販売は縮小したものの、営業損失は圧縮できました。しかしながら、今期のみならず来期以降

も厳しい状況が続くものと見通さざるを得ず、当社グループとしてWEBメディア事業を中心としたいわゆる 

”本業”に経営資源をシフトさせるべきという考え方に立ち、平成19年９月５日にフランクリン・ミント株式

会社の全株式をオペラ株式会社に譲渡いたしました。これに伴って、当中間連結会計期間において事業撤退損

失として連結で236百万円、個別で267百万円を特別損失に計上いたしました。 

 なお、当中間連結会計期間の売上高は、前年同期比46.9％減の254百万円、売上高構成比は8.5％となりまし

た。 

 以上の結果、当社グループの当中間連結会計期間の業績は、売上高は2,974,534千円（前年同期比7.0％増）

とわずかに増収となり、営業利益75,070千円（前年同期は営業損失97,346千円）、経常利益15,093千円（前年

同期は経常損失141,992千円）を計上いたしましたが、特別損失の影響により中間純損失620,646千円（前年同

期は中間純損失431,748千円）を計上することとなりました。 

（２）キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」と略す）は、980,434千円とな

り、前連結会計年度末資金残高694,410千円に比べ286,024千円増加いたしました。 

 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果増加した資金は247,596千円（前年同期：68,818千円の減少）となりました。これは主として税

金等調整前中間純損失が601,733千円となったものの、のれん償却、持分法による投資損失、事業撤退損失、売上

債権の減少等の増加要因があったことによるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果増加した資金は57,294千円（前年同期：616,712千円の減少）となりました。これは主としてフ

ランクリン・ミント株式会社の株式売却に伴う収入によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果減少した資金は30,364千円（前年同期：371,051千円の増加）となりました。これは主として長

期的に安定した資金を得るために長期借入を行ったことと、短期借入金の返済によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績及び受注実績 

 当社グループは、ソフトＥＣのデータベース提供事業及び携帯端末へのコンテンツ提供、並びに出版事業を主体

とする会社であり、生産設備を保有していないため、生産実績は記載しておりません。 

 また、当社グループは受注生産も行っていないため、受注状況の記載はしておりません。 

(2）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．セグメント間の取引については相殺消去しております。  

３．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実

績に対する割合は次のとおりであります。 

 （注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．総販売実績に対する割合が100分の10未満の相手先に対する販売高及び割合は、記載を省略しております。 

  

事業の種類別セグメント 販売高（千円） 前年同期比（％） 

データベース事業 234,114 △2.1 

メディア事業 2,486,184 20.6 

フランクリン・ミント事業 254,234 △46.9 

合計 2,974,534 7.0 

相手先 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

販売高（千円） 割合（％） 販売高（千円） 割合（％） 

㈱エヌ・ティ・ティ・

ドコモ 
373,299 13.4 378,485 12.7 



３【対処すべき課題】 

 当社グループでは、経営の基本方針に則し、「オリコン」ブランドを活かしたランキングビジネスとして、以下の

事業を中長期的な重点課題として取り組んで参ります。 

 ① WEBメディア事業の拡大 

 1) 集客力の強化とサイトの活性化 

 当社グループでは、総合エンタテインメントサイト『ORICON STYLE』サイトと、顧客指向のランキング・ニュ

ース『RANKING NEWS』サイト等を運営しております。共に「oricon.co.jp」をドメインとしておりますが、この

共通ドメインにおける月間ユニークユーザー数が1,000万人を超え、インターネットビジネスを専業としている企

業サイトと肩を並べる水準にまで短期間で成長いたしました。 

 今後、更なる成長を果たすため、以下の施策を積極的に講じて参ります。 

・音楽CDランキングや顧客満足度（CS）ランキングのAPI（Application Programming Interface）を外部サイト

に幅広く公開することで、当社グループサイトへの導線を多様にし、サイト来訪を促進させます。 

・ユーザーレビューやユーザーレイティングを書き込める機能を充実させることで、ユーザー参加型コンテンツ

を拡充し、サイト全体の活性化を図ります。さらに、サイト内でレビューを書き込む等の行動履歴をデータベ

ース化することで、行動ターゲティング広告の運用にも活用します。 

・外部で公開されている様々なAPIを当社サイトに取り込み、当社サイトのコンテンツとマッシュアップ（融合）

させるなどして、独創性の高いコンテンツやサービスを創出し、他サイトとの差別化を図ります。 

・エンタテインメント系ニュースの取材力を強化し、ニュースコンテンツを拡充させます。 

・「CSランキング」のブランディングを強化し、『RANKING NEWS』サイトのロイヤリティーを高めて参ります。 

・『オリコンブログ』やユーザー参加型コンテンツにおいて、携帯電話向け一般サイト『ORICON STYLE mobile』

サイトとの連携を強化することで、ユーザーの利便性の向上とコンテンツの強化を図って参ります。 

 2) 広告販売の強化 

 サイトの急速な成長を背景に、当社グループのWEBサイトは広告メディアとしての価値が高まっていますが、さ

らに収益性を高めるため、ランキングブランドである「オリコン」ブランドを活かしたユニークなアフィリエイ

ト型の広告モデルであるCSランキング連動型広告を推進しております。今後、CSランキング連動型広告を成長さ

せていくための施策として、以下のことに積極的に取り組んで参ります。 

・一般生活者が興味・関心を持つ様々な新たなサービス・商品についてユーザー調査を実施し、ジャンルの追加

を継続的に行って参ります。 

・CSランキングのAPIを外部サイトに幅広く公開し、外部サイトから直接、クライアントサイトへ誘導される仕組

みを導入することで、クリック課金もしくはアフィリエイトの売上増を図って参ります。 

・ランクインした事業者に対しては、クリック課金もしくはアフィリエイトを広告提案するのではなく、新聞や

雑誌など他の広告メディアでブランディング広告を行うことを含めたメディアプランニングとして提案するよ

うにし、広告売上全体として拡大させるように努めます。 

・当社サイトでCSランキングを閲覧したことを「当該ユーザーが興味・関心の高いジャンルに接触した。」とい

う情報（行動履歴情報）として蓄積し、当該ユーザーが当社サイトもしくは提携サイトに再度、訪問した時

に、当該ジャンルの広告を表示する「行動ターゲティング広告」への対応を推進いたします。また、CSランキ

ング以外に、サイト内のユーザー参加型コンテンツへの接触等も行動履歴情報として活用するようにいたしま

す。 

・携帯電話向け一般サイト『ORICON STYLE mobile』でのCSランキング連動型広告の運用を強化し、広告売上の拡

大を図って参ります。 

 また、CSランキング連動型広告の広告商品についても、バナー広告、タイアップ広告等の販売を強化する上

で、広告代理店の活用を促進させて参ります。特に、当社グループのWEBサイトが若い人へのポピュラリティーの

訴求を得意としており、かつ芸能事務所等とのネットワークを活用して自社でタレントブッキングができること

から、これらを強みとして広告商品の拡販に努めて参ります。 

 なお、WEBメディア事業を担うオリコンDD株式会社は、平成19年6月29日付でヤフー株式会社と資本業務提携を

結んだことでヤフー株式会社の持分法適用会社となっており、様々な施策を推進させる上で、ヤフー株式会社と

の連携強化を図って参ります。 

 ② デジタル音楽流通の市場調査の推進 

 当社グループは、40年にわたって全国の音楽ソフト販売店（現在の調査協力店：3,020店）からご提供いただく実

売データに基づいて音楽CDの売上予測値を算出し、当データに基づいた音楽ランキング情報を提供しております。 



 現在、音楽ソフト流通の多様化が進み、音楽パッケージ以外に、特に携帯電話の高機能化に伴って、着うた®や着

うたフル®のダウンロードが伸展し、日本レコード協会調べで、着うた®・着うたフル®やPC向け音楽配信の有料音楽

配信の売上実績が、平成18年において初めてCDシングルの生産実績を上回りました。このような状況を鑑み、「音

楽のヒット」をより正確に捉えるため、社会的にデファクトスタンダードになるような新たなランキングの創出を

目指して参ります。 

４【経営上の重要な契約等】 

①資本・業務提携契約 

 当社の連結子会社であるオリコンDD株式会社は、平成19年６月29日開催の臨時株主総会及び取締役会において、

ヤフー株式会社と資本提携を伴う業務提携を行うことを決議し、同日に業務提携契約を締結いたしました。 

（1）資本・業務提携の目的 

 オリコンDD株式会社は、エンタテインメント系ニュースコンテンツをヤフー株式会社に提供し、また、ヤフー

株式会社のアドネットワークサービスに参加するなど、ヤフー株式会社との良好な関係のもと事業の拡大を図っ

ており、今後、両社の協業関係を一層強固なものにするため資本・業務提携を行うこととしたものであります。 

（2）資本提携の内容 

 オリコンDD株式会社は、以下の条件によりヤフー株式会社を割当先とする第三者割当増資を実施。 

  1）発行新株式数     普通株式  10,300株 

  2）発行価額       1株につき  10,000円 

  3）発行価額の総額    103,000,000円 

  4）資本組入額       51,500,000円 

  5）払込期日       平成19年７月19日 

  6）払込後の株式の所有状況 

     オリコン株式会社  20,000株（所有割合 66.0％） 

     ヤフー株式会社   10,300株（所有割合 34.0％） 

（3）業務提携の内容 

 既にオリコンDD株式会社とヤフー株式会社は、良好な提携関係を構築しておりますが、オリコンDD株式会社が

提供するエンタテインメント系ニュースの強化、アドネットワークサービスの連携強化、ヤフー株式会社が提供

する「Yahoo!ウォレット」のオンライン決済機能や「Yahoo!JAPAN ID」のログイン認証機能などのサービスツー

ルの導入等を行うものであります。  

②事業譲渡契約 

 当社は、平成19年９月５日開催の取締役会において、当社が保有するフランクリン・ミント株式会社の普通株式

すべてをオペラ株式会社に譲渡し、フランクリン・ミント事業より撤退することを決議し、同日に株式譲渡契約を

締結いたしました。 

（1）事業譲渡の目的 

 フランクリン・ミント株式会社は、現状において債務超過であり、収益力の回復、並びに財務状況の改善に相

応の時間と資金が必要であると判断されたため、マーケティングのノウハウを有し、DM等のセールスプロモーシ

ョンツールの制作・配信・配送に実績のあるオペラ株式会社に譲渡したものであります。 

（2）株式譲渡の内容 

  1）譲渡先    商号   ：オペラ株式会社 

           代表者  ：代表取締役 八角義生 

           所在地  ：東京都港区六本木三丁目16番35号 

  2）譲渡株式数  1,001株 

  3）譲渡金額     1円 

  4）譲渡期日   平成19年９月５日 

③資本・業務提携契約 

 当社は、平成19年11月14日開催の取締役会において、当社の連結子会社であるオリコン・モバイル株式会社

（現 株式会社 oricon ME）の株式の一部を、株式会社メディア工房に譲渡することを決議し、同日付で株式譲渡

契約、及びオリコン・モバイル株式会社（現 株式会社 oricon ME）と株式会社メディア工房間の業務提携契約を

締結いたしました。 

（1）資本・業務提携の目的 

 オリコン・モバイル株式会社（現 株式会社 oricon ME）は、携帯電話向けに着メロ、着うた®、着うたフル®等

の音楽系コンテンツを中心に配信し、一方、株式会社メディア工房は、占いコンテンツ等をPC及び携帯電話向け



に配信しています。今後、両社は、それぞれの強みを活かし、得意とするコンテンツを相互に供給するととも

に、両社のサイト間でユーザーの誘導・回遊を促進させることで、それぞれのサイトの活性化と競争力のアップ

を図るため、資本・業務提携を行うものであります。 

（2）資本・業務提携先の概要 

    商号      ：株式会社メディア工房 

    代表者     ：代表取締役社長 長沢一男 

    所在地     ：東京都港区赤坂三丁目２番６号 

    主な事業内容  ：デジタルコンテンツ事業、及びそれに伴う物販事業 

（3）資本提携の内容 

  1）譲渡株式数   普通株式 5,000株 

  2）譲渡金額    100,000,000円（１株当たり 20,000円） 

（4）業務提携の内容 

 オリコン・モバイル株式会社（現 株式会社 oricon ME）より着メロ等のコンテンツを、株式会社メディア工

房より占い等のコンテンツをそれぞれ相手先に供給することによる双方のサイトのコンテンツ拡充と活性化、双

方のサイトに相手先サイトへの導入口を設けることによるユーザーの誘導・回遊の促進、両社の強みを活かした

新たなサイトの共同開発・共同運営を行うこととしています。  

④株式譲渡契約 

 当社は、平成19年11月14日開催の取締役会において、当社の連結子会社であるオリコン・モバイル株式会社

（現 株式会社 oricon ME）の株式の一部を、エヌ・アイ・エフSMBCベンチャーズ株式会社に譲渡することを決議

し、同日付で株式譲渡契約を締結いたしました。 

（1）譲渡の目的 

 エヌ・アイ・エフSMBCベンチャーズ株式会社の持つネットワークを活用することで、情報通信分野での先端技

術を保有するベンチャー企業とのアライアンス等、オリコン・モバイル株式会社（現 株式会社 oricon ME）の

事業領域を拡充させることを目的としています。 

（2）譲渡先の概要 

    商号      ：エヌ・アイ・エフSMBCベンチャーズ株式会社 

    代表者     ：代表取締役社長 有明一夫 

    所在地     ：東京都千代田区九段北一丁目８番10号 

    主な事業内容  ：プライヴェート・エクイティ投資事業 

（3）譲渡の内容 

  1）譲渡株式数   普通株式 17,000株 

  2）譲渡金額    340,000,000円（１株当たり 20,000円） 

 なお、当社は同日付でオリコン・モバイル株式会社（現 株式会社 oricon ME）の株式の一部を株式会社メデ

ィア工房に譲渡しており、譲渡後の株式所有状況は以下のとおりとなっています。 

   オリコン株式会社                28,000株 （所有割合 56.0％） 

   エヌ・アイ・エフSMBCベンチャーズ株式会社    17,000株 （所有割合 34.0％） 

   株式会社メディア工房               5,000株 （所有割合 10.0％） 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備の新設等 

  該当事項はありません。 

  

(2）重要な設備の除却等 

  該当事項はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 提出日現在の発行数には、平成19年12月１日からこの半期報告書提出日までの間の新株予約権の行使（旧商法

第280条ノ19に定める新株引受権（ストックオプション）の権利行使を含む。）により発行された株式数は含

まれておりません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 628,452 

計 628,452 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月18日） 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 161,046 161,046 
㈱大阪証券取引所 

（ヘラクレス） 

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式 

計 161,046 161,046 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

① 平成14年６月26日定時株主総会決議 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 386 386 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 2,316 2,316 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 15,860 15,860 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年７月１日 

至 平成23年３月30日 

自 平成16年７月１日 

至 平成23年３月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    15,860円 

資本繰入額    7,930円 

発行価格    15,860円 

資本繰入額    7,930円 

新株予約権の行使の条件 

・新株予約権者は、権利行使時に

おいても、当社又は当社の関係

会社の取締役、監査役又は使用

人の何れかの地位を有すること

を要する。ただし、任期満了に

より退任した場合及び定年によ

り退職した場合により地位を失

ったときは行使できるものとす

る。 

・新株予約権者が死亡した場合、

新株予約権者の相続人による本

件新株予約権の相続は認めない

ものとする。 

・新株予約権の譲渡、質入その他

の処分は認めないものとする。 

・その他の条件については、本総

会及び取締役会決議に基づき、

新株予約権者と当社との間で締

結する新株予約権申込証兼新株

予約権付与契約に定めるところ

による。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 新株予約権を譲渡するときは、

取締役会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項 
－  － 



② 平成17年６月24日定時株主総会決議 

     （1）平成17年10月28日付与分 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 862 862 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 862 862 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 156,150 156,150 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年７月１日 

至 平成26年３月31日 

自 平成19年７月１日 

至 平成26年３月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    156,150円 

資本繰入額    78,075円 

発行価格    156,150円 

資本繰入額    78,075円 

新株予約権の行使の条件 

・新株予約権者は、権利行使時に

おいても、当社又は当社の関係

会社の取締役、監査役又は使用

人の何れかの地位を有すること

を要する。ただし、任期満了に

より退任した場合及び定年によ

り退職した場合により地位を失

ったときは行使できるものとす

る。 

・新株予約権者が死亡した場合、

新株予約権者の相続人による本

件新株予約権の相続は認めない

ものとする。 

・新株予約権の譲渡、質入その他

の処分は認めないものとする。 

・その他の条件については、本総

会及び取締役会決議に基づき、

新株予約権者と当社との間で締

結する新株予約権申込証兼新株

予約権付与契約に定めるところ

による。 

 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 新株予約権を譲渡するときは、

取締役会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項  － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項 
 － － 



 ② 平成17年６月24日定時株主総会決議 

      （2）平成18年４月26日付与分 

  

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 688 688 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 688 688 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 165,000 165,000 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年７月１日 

至 平成26年３月31日 

自 平成19年７月１日 

至 平成26年３月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    165,000円 

資本繰入額    82,500円 

発行価格    165,000円 

資本繰入額    82,500円 

新株予約権の行使の条件 

・新株予約権者は、権利行使時に

おいても、当社又は当社の関係

会社の取締役、監査役又は使用

人の何れかの地位を有すること

を要する。ただし、任期満了に

より退任した場合及び定年によ

り退職した場合により地位を失

ったときは行使できるものとす

る。 

・新株予約権者が死亡した場合、

新株予約権者の相続人による本

件新株予約権の相続は認めない

ものとする。 

・新株予約権の譲渡、質入その他

の処分は認めないものとする。 

・その他の条件については、本総

会及び取締役会決議に基づき、

新株予約権者と当社との間で締

結する新株予約権申込証兼新株

予約権付与契約に定めるところ

による。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 新株予約権を譲渡するときは、

取締役会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 －  － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項 
－  － 



 その他提出会社に対して新株の発行を請求できる権利（旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権（スト

ックオプション））に関する事項は、次のとおりであります。 

① 平成12年５月８日臨時株主総会決議 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） － － 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 240 240 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 20,834 20,834 

新株予約権の行使期間 
自 平成14年５月９日 

至 平成22年４月30日 

自 平成14年５月９日 

至 平成22年４月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    20,834円 

資本繰入額   10,417円 

発行価格    20,834円 

資本繰入額   10,417円 

新株予約権の行使の条件 

・対象者は、新株引受権の行使時

においても、当社又は当社の関

係会社の取締役、監査役又は従

業員であることを要する。ただ

し、当該取締役又は監査役が任

期満了により退任した場合及び

従業員が定年により退任した場

合は行使できるものとする。 

・新株引受権の譲渡、質入その他

の処分及び相続は認めない。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 新株引受権を譲渡するときは、

取締役会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 －  － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項 
－  － 



(3）【ライツプランの内容】 

     該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

（注） ストックオプションの権利行使による増加であります。 

  

(5）【大株主の状況】 

（注）当社は、自己株式4,710株を保有しておりますが、上記の表には記載しておりません。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成19年４月１日～  

平成19年９月30日  

 （注） 

42 161,046 333 1,078,117 333 336,908 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

㈲リトルポンド 東京都港区六本木6-8-10 53,088 32.96 

小池 恒 東京都大田区 19,436 12.07 

小池 秀効 東京都大田区 3,790 2.35 

小池 結実 東京都大島支庁大島町 3,404 2.11 

小池 尚子 東京都大田区 3,016 1.87 

バンクオブニューヨークジーシ

ーエムクライアントアカウンツ

イーアイエスジー 

（常任代理人 ㈱三菱東京UFJ銀

行） 

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET 

LONDON, UNITED KINGDOM 

（東京都千代田区丸の内2-7-1） 

2,924 1.82 

モルガン・スタンレー・アン

ド・カンパニー・インターナシ

ョナル・ピーエルシー 

（常任代理人 モルガン・スタ

ンレー証券㈱） 

25 CABOT SQUARE, CANARY WHARF,  

LONDON, UNITED KINGDOM 

（東京都渋谷区恵比寿4-20-3） 

2,781 1.73 

㈱ディーエイチシー 東京都港区南麻布2-7-1 2,520 1.56 

ヤフー㈱ 東京都港区六本木6-10-1 2,400 1.49 

エヌ・ティ・ティレゾナント㈱ 東京都千代田区大手町1-6-1 2,400 1.49 

計 － 95,759 59.46 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が10株（議決権の数10個）含まれてお

ります。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、株式会社大阪証券取引所ヘラクレスにおけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動はありません。  

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  4,710 － 

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 156,336 156,336 同上 

単元未満株式数 － － － 

発行済株式総数 161,046 － － 

総株主の議決権 － 156,336 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

オリコン株式会社 
東京都港区六本木  

6-8-10 
4,710 － 4,710 2.92 

計 － 4,710 － 4,710 2.92 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 83,000 59,800 72,300 77,300 59,500 52,500 

最低（円） 56,400 42,350 48,000 53,200 49,000 35,500 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表につ

いて、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平

成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中

間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
前中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金     543,497     966,955     679,168  

２．受取手形及び売掛
金     1,402,861     1,159,448     1,571,993  

３．有価証券     140,817     20,078     20,042  

４．たな卸資産     308,730     26,138     296,481  

５．その他     181,543     152,616     201,502  

６．貸倒引当金     △64,587     △42,286     △61,494  

流動資産合計     2,512,863 46.8   2,282,950 50.3   2,707,693 51.0 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産                    

(1）建物及び構築物   36,920     36,750     36,834    

減価償却累計額   11,130 25,789   12,752 23,997   12,298 24,535  

(2）車両運搬具   10,891     11,177     11,064    

減価償却累計額   7,266 3,625   8,363 2,814   7,849 3,214  

(3）工具、器具及び
備品   743,860     815,866     764,794    

減価償却累計額   550,751 193,109   629,245 186,620   592,211 172,583  

(4）土地     890     890     890  

(5）その他     15,088     70,026     37,921  

有形固定資産合計     238,503 4.4   284,349 6.2   239,145 4.5 

２．無形固定資産                    

(1）ソフトウェア     373,108     327,542     315,403  

(2）のれん     504,538     140,194     407,206  

(3）その他     3,209     3,209     3,209  

無形固定資産合計     880,856 16.4   470,946 10.4   725,819 13.7 

３．投資その他の資産                    

(1）投資有価証券     766,249     607,835     689,866  

(2）繰延税金資産     209,053     133,402     150,059  

(3）長期前払費用     369,180     349,353     381,459  

(4）保険積立金     －     227,988     －  

(5）その他      456,246     271,965     500,693  

(6）貸倒引当金     △58,804     △86,938     △82,205  

投資その他の資産
合計     1,741,925 32.4   1,503,606 33.1   1,639,873 30.8 

固定資産合計     2,861,285 53.2   2,258,901 49.7   2,604,838 49.0 

資産合計     5,374,148 100.0   4,541,852 100.0   5,312,532 100.0 

                     
 



   
前中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．支払手形及び買掛
金 

※１   387,428     313,155     356,802  

２．短期借入金 ※２   1,849,120     1,573,680     1,930,420  

３. 社債     －     600,000     －  

４．未払金     329,494     265,013     296,334  

５．未払法人税等     69,058     12,339     78,439  

６．返品調整引当金     47,671     58,542     72,264  

７．その他     295,694     272,750     272,002  

流動負債合計     2,978,468 55.4   3,095,480 68.2   3,006,263 56.6 

Ⅱ 固定負債                    

１．社債     600,000     －     600,000  

２．長期借入金     465,000     823,800     604,200  

３．その他     3,232     8,526     5,774  

固定負債合計     1,068,232 19.9   832,326 18.3   1,209,974 22.8 

負債合計     4,046,700 75.3   3,927,807 86.5   4,216,237 79.4 

                     

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                     

１. 資本金     1,075,310 20.0   1,078,117 23.7   1,077,784 20.3 

２. 資本剰余金     930,709 17.3   933,516 20.6   933,183 17.5 

３. 利益剰余金     △609,128 △11.3   △1,484,840 △32.7   △864,194 △16.3 

４. 自己株式     △166,653 △3.1   △171,853 △3.8   △171,853 △3.2 

株主資本合計     1,230,238 22.9   354,940 7.8   974,920 18.3 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１. その他有価証券 
   評価差額金     760 0.0   6,391 0.1   △7,406 △0.1 

２. 為替換算調整勘 
    定     47,981 0.9   83,671 1.9   76,174 1.4 

評価・換算差額等 
合計     48,742 0.9   90,062 2.0   68,767 1.3 

Ⅲ 少数株主持分     48,467 0.9   169,040 3.7   52,606 1.0 

純資産合計     1,327,447 24.7   614,044 13.5   1,096,294 20.6 

負債純資産合計     5,374,148 100.0   4,541,852 100.0   5,312,532 100.0 

                     



②【中間連結損益計算書】 

   

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     2,779,928 100.0   2,974,534 100.0   6,131,110 100.0 

Ⅱ 売上原価     1,794,870 64.6   1,850,001 62.2   3,737,868 61.0 

売上総利益     985,057 35.4   1,124,532 37.8   2,393,242 39.0 

返品調整引当金戻
入額     59,591 2.2   72,264 2.4   59,591 1.0 

返品調整引当金繰
入額     47,671 1.7   58,542 1.9   72,264 1.2 

差引売上総利益     996,977 35.9   1,138,255 38.3   2,380,569 38.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費                    

１．広告宣伝費   237,033     137,732     487,993    

２．給与手当   278,763     306,421     610,548    

３．支払手数料    －     136,244     271,948    

４．その他   578,526 1,094,323 39.4 482,786 1,063,184 35.8 995,418 2,365,908 38.6 

営業利益又は営業
損失（△）     △97,346 △3.5   75,070 2.5   14,661 0.2 

Ⅳ 営業外収益                    

１．受取利息   2,126     2,487     7,415    

２．為替差益    888     94     9,704    

３．法人税等還付加算
金    1,359     1,706     1,359    

４．その他   3,504 7,878 0.3 2,087 6,376 0.2 2,853 21,333 0.4 

Ⅴ 営業外費用                    

１．支払利息   18,432     32,354     43,206    

２．支払手数料   17,440     5,394     24,322    

３．株式関連費   12,094     9,651     23,929    

４．持分法による投資
損失    1,317     16,482     19,059    

５．その他   3,240 52,524 1.9 2,470 66,354 2.2 4,981 115,500 1.9 

経常利益又は経常
損失（△）     △141,992 △5.1   15,093 0.5   △79,505 △1.3 

 



   

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅵ 特別利益                    

１．投資有価証券売却
益   159,800     19,749     159,800    

２．貸倒引当金戻入益   －     2,839     －    

３. 前期消費税修正益   － 159,800 5.8 20,964 43,553 1.5 － 159,800 2.6

Ⅶ 特別損失                     

１．固定資産除却損 ※１ 465     12,185     5,806    

２．投資有価証券評価
損   5,138     1,031     85,908    

３．貸倒引当金繰入額   28,987     －     27,052    

４．保証履行損失   31,118     －     31,118    

５．関連会社株式評価
損   2,689     4,498     2,689    

６．減損損失  ※２ －     －     141,981    

７．事業撤退損失  ※３ 244,533     236,058     245,297    

８. のれん償却  ※４ －     183,558     －    

９. 持分変動損失  ※５ －     103,240     －    

10. 持分法による投資
損失 

 ※６ －     112,841     －    

11．特別退職金   － 312,932 11.3 6,965 660,379 22.2 14,852 554,705 9.0 

税金等調整前中間
（当期）純損失
（△） 

    △295,125 △10.6   △601,733 △20.2   △474,411 △7.7 

法人税、住民税及
び事業税   89,402     12,191     111,048    

法人税等調整額   46,871 136,273 4.9 37,978 50,169 1.7 90,513 201,562 3.3 

少数株主利益     349 0.0   － －   458 0.0 

少数株主損失      － －   31,257 1.0   － － 

中間（当期）純損
失（△）     △431,748 △15.5   △620,646 △20.9   △676,432 △11.0 

                     



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）  

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

   株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
          （千円） 

1,074,644 930,043 △142,555 △127,975 1,734,157 

中間連結会計期間中の変動額           

 新株の発行 666 666 － － 1,332 

 剰余金の配当（注） － － △27,366 － △27,366 

 中間純損失 － － △431,748 － △431,748 

 自己株式の取得 － － － △38,678 △38,678 

 持分法適用に伴う減少額 － － △7,458 － △7,458 

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額（純
額） 

－ － － － － 

中間連結会計期間中の変動額合
計         （千円） 

666 666 △466,573 △38,678 △503,919 

平成18年９月30日 残高 
        （千円） 

1,075,310 930,709 △609,128 △166,653 1,230,238 

  評価・換算差額等 

少数株主 
持分 

純資産合計
 

その他 
有価証券 
評価差額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 
          （千円） 

1,423 39,917 41,341 58,111 1,833,610

中間連結会計期間中の変動額         

 新株の発行 － － － － 1,332

 剰余金の配当（注） － － － － △27,366

 中間純損失 － － － － △431,748

 自己株式の取得 － － － － △38,678

 持分法適用に伴う減少額 － － － － △7,458

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額（純
額） 

△662 8,063 7,401 △9,644 △2,243

中間連結会計期間中の変動額合
計         （千円） 

△662 8,063 7,401 △9,644 △506,162

平成18年９月30日 残高 
        （千円） 

760 47,981 48,742 48,467 1,327,447



当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日）  

   株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日 残高 
          （千円） 

1,077,784 933,183 △864,194 △171,853 974,920 

中間連結会計期間中の変動額           

 新株の発行 333 333 － － 666 

 中間純損失 － － △620,646 － △620,646 

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額（純
額） 

－ － － － － 

中間連結会計期間中の変動額合
計         （千円） 

333 333 △620,646 － △619,980 

平成19年９月30日 残高 
        （千円） 

1,078,117 933,516 △1,484,840 △171,853 354,940 

  評価・換算差額等 

少数株主 
持分 

純資産合計
 

その他 
有価証券 
評価差額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

平成19年３月31日 残高 
          （千円） 

△7,406 76,174 68,767 52,606 1,096,294

中間連結会計期間中の変動額         

 新株の発行 － － － － 666

 中間純損失 － － － － △620,646

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額（純
額） 

13,797 7,497 21,295 116,434 137,730

中間連結会計期間中の変動額合
計         （千円） 

13,797 7,497 21,295 116,434 △482,250

平成19年９月30日 残高 
        （千円） 

6,391 83,671 90,062 169,040 614,044



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）  

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

   株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
          （千円） 

1,074,644 930,043 △142,555 △127,975 1,734,157 

連結会計年度中の変動額           

 新株の発行 3,140 3,140 － － 6,280 

 剰余金の配当（注） － － △27,366 － △27,366 

 当期純損失 － － △676,432 － △676,432 

 自己株式の取得 － － － △43,878 △43,878 

 持分法適用に伴う減少額 － － △7,458 － △7,458 

 連結除外に伴う減少額 － － △10,382 － △10,382 

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額（純額） 

－ － － － － 

連結会計年度中の変動額合計 
          （千円） 

3,140 3,140 △721,639 △43,878 △759,236 

平成19年３月31日 残高 
        （千円） 

1,077,784 933,183 △864,194 △171,853 974,920 

  評価・換算差額等 

少数株主 
持分 

純資産合計
 

その他 
有価証券 
評価差額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 
          （千円） 

1,423 39,917 41,341 58,111 1,833,610

連結会計年度中の変動額         

 新株の発行 － － － － 6,280

 剰余金の配当（注） － － － － △27,366

 当期純損失 － － － － △676,432

 自己株式の取得 － － － － △43,878

 持分法適用に伴う減少額 － － － － △7,458

 連結除外に伴う減少額 － － － － △10,382

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額（純額） 

△8,830 36,256 27,426 △5,505 21,920

連結会計年度中の変動額合計 
          （千円） 

△8,830 36,256 27,426 △5,505 △737,315

平成19年３月31日 残高 
        （千円） 

△7,406 76,174 68,767 52,606 1,096,294



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の連結キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー        

税金等調整前中間（当期）
純損失（△）   △295,125 △601,733 △474,411 

減価償却費   120,305 93,710 227,010 

のれん償却    23,430 194,791 46,962 

貸倒引当金の増加額又は減
少額（△）   30,837 △11,205 33,639 

返品調整引当金の増加額又
は減少額（△）   △11,919 △13,722 12,672 

退職給付引当金の増加額   3,232 2,752 5,774 

受取利息及び受取配当金   △2,126 △2,487 △7,482 

支払利息   18,432 32,354 43,206 

持分法による投資損失   1,317 129,323 19,059 

固定資産除却損   465 12,185 5,806 

投資有価証券売却益   △159,800 △19,749 △159,800 

投資有価証券評価損   5,138 1,031 85,908 

関係会社株式評価損   2,689 4,498 2,689 

事業撤退損失   244,533 236,058 245,297 

減損損失   － － 141,981 

持分変動損失   － 103,240 － 

売上債権の減少額又は増加
額（△）   △4,408 255,084 △198,355 

たな卸資産の増加額（△）   △118,978 △7,521 △106,729 

仕入債務の増加額又は減少
額（△）   74,588 △35,020 48,936 

未払消費税等の増加額又は
減少額（△）   △37,346 79,223 △68,170 

その他   101,181 △92,836 89,408 

小計   △3,554 359,978 △6,596 

利息及び配当金の受取額   2,126 2,487 7,482 

利息の支払額   △17,665 △34,799 △40,531 

法人税等の支払額   △49,725 △80,069 △61,422 

営業活動によるキャッシュ・
フロー   △68,818 247,596 △101,067 

 



   

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の連結キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー        

定期預金の預入による支
出   △1,807 △1,800 △3,600 

定期預金の払戻による収
入   － － 32,015 

有形固定資産の取得によ
る支出   △61,603 △81,471 △84,245 

無形固定資産の取得によ
る支出   △100,094 △75,473 △228,805 

投資有価証券の取得によ
る支出   △310,000 － △340,000 

投資有価証券の売却によ
る収入   159,800 30,000 159,800 

貸付金の回収による収入   662 － 685 

連結除外子会社の株式売
却に伴う収入   － 160,156 － 

関連会社株式取得による
支出   △191,884 △3,275 △191,884 

その他   △111,785 29,157 △123,794 

投資活動による 
キャッシュ・フロー   △616,712 57,294 △779,827 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー        

短期借入金増減額   844,301 △331,764 820,857 

長期借入れによる収入    － 300,000 300,000 

長期借入金の返済による
支出   △409,000 △102,000 △469,000 

株式の発行による収入   1,332 666 6,280 

少数株主の増資引受によ
る収入   － 103,000 － 

自己株式取得による支出   △38,678 － △43,878 

配当金支払額   △26,904 △266 △27,001 

財務活動による 
キャッシュ・フロー   371,051 △30,364 587,258 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額   16,044 11,497 40,319 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加
額（又は減少額（△））   △298,436 286,024 △253,317 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首
残高   947,728 694,410 947,728 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間
期末（期末）残高 

※１ 649,291 980,434 694,410 

         



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する

事項 

(1）連結子会社の数    ７社 

連結子会社名 

 オリコン・マーケティング 

・プロモーション㈱ 

 オリコン・エンタテインメ

ント㈱ 

 オリコン・モバイル㈱ 

 オリコンDD㈱ 

 オリコン・ワールドエージ

ェンシー㈱ 

 フランクリン・ミント㈱ 

 CINE WELCOME CO.,LTD. 

(1）連結子会社の数    ６社 

連結子会社名 

 オリコン・マーケティング 

・プロモーション㈱ 

 オリコン・エンタテインメ

ント㈱ 

 オリコン・モバイル㈱ 

 (現 ㈱oricon ME） 

 オリコンDD㈱ 

 ORWI㈱ 

 ORICON CNS INC. 

 フランクリン・ミント㈱につ

いては、当中間連結会計期間に

おいて売却したため、連結の範

囲から除いております。   

(1）連結子会社の数    ７社 

連結子会社名 

 オリコン・マーケティング 

・プロモーション㈱ 

 オリコン・エンタテインメン

ト㈱ 

 オリコン・モバイル㈱ 

 オリコンDD㈱ 

 ORWI㈱ 

 フランクリン・ミント㈱  

 CINE WELCOME CO.,LTD. 

（現 ORICON CNS INC.) 

 ORWI㈱については、当連結会計年

度において新規設立により当社の子

会社になったものであります。 

 また、オリコン・ワールドエージ

ェンシー㈱については、当連結会計

年度において清算したため、連結の

範囲から除いております。    

  (2）主要な非連結子会社の名称等 

該当事項はありません。 

  

(2）主要な非連結子会社の名称等 

該当事項はありません。 

  

(2）主要な非連結子会社の名称等 

 該当事項はありません。 

２．持分法の適用に関す

る事項 

 (1）持分法適用の関連会社数 ２社

 主要な会社名 

  WEB STORE MUSIC FOR US,S.L. 

  DCG PLUS INC. 

 WEB STORE MUSIC FOR US,S.L.に

ついては、重要性が増したため、

DCG PLUS INC.については、子会社

のCINE WELCOME CO.,LTD.が同社株

式を取得し関連会社となったた

め、当中間連結会計期間より、持

分法の適用範囲に含めておりま

す。 

(2）持分法を適用していない関連

会社(ZAHORI MEDIA,S.L.及び㈱ミ

ュージックアンドメディア）は、

中間純損益及び利益剰余金等に及

ぼす影響が軽微であり、かつ、全

体として重要性がないため持分法

の適用範囲から除いております。 

  

(3）ＳＯＺＯ工房戦略投資事業有

限責任組合１号については、当社

が出資持分割合の100分の20を所有

しておりますが、当社は同組合の

財務及び事業方針の決定に対して

影響力を有していないため、関連

会社に該当いたしません。 

 (1）持分法適用の関連会社数 ２社

 主要な会社名 

  WEB STORE MUSIC FOR US,S.L. 

  DCG PLUS INC. 

  

  

  

  

  

  

  

  

(2）持分法を適用していない関連

会社(ZAHORI MEDIA,S.L.）は、中

間純損益及び利益剰余金等に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ、全体

として重要性がないため持分法の

適用範囲から除いております。 

  

  

(3）ＳＯＺＯ工房戦略投資事業有

限責任組合１号については、当社

が出資持分割合の100分の20を所有

しておりますが、当社は同組合の

財務及び事業方針の決定に対して

影響力を有していないため、関連

会社に該当いたしません。 

 (1）持分法適用の関連会社数 ２社 

 主要な会社名 

  WEB STORE MUSIC FOR US,S.L. 

   DCG PLUS INC. 

 WEB STORE MUSIC FOR US,S.L.につ

いては、重要性が増したため、

DCG PLUS INC.については、子会社の

CINE WELCOME CO.,LTD. （現  ORICON 

CNS INC.）が同社株式を取得し関連会

社となったため、当連結会計年度よ

り、持分法の適用範囲に含めておりま

す。 

(2）持分法を適用していない関連会社

(ZAHORI MEDIA,S.L.及び㈱ミュージッ

クアンドメディア）は、連結純損益及

び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体として重要性がない

ため持分法の適用範囲から除いており

ます。 

  

(3）ＳＯＺＯ工房戦略投資事業有限責

任組合１号については、当社が出資持

分割合の100分の20を所有しておりま

すが、当社は同組合の財務及び事業方

針の決定に対して影響力を有していな

いため、関連会社に該当いたしませ

ん。 

３．連結子会社の中間決

算日（決算日）等に

関する事項 

 CINE WELCOME CO.,LTD.の中間決

算日は、６月30日であります。 

  

 中間連結財務諸表の作成に当た

っては、中間決算日現在の財務諸

表を使用しております。ただし、

中間連結決算日までの期間に発生

した重要な取引については、連結

上必要な調整を行っております。 

 ORICON CNS INC.の中間決算日

は、６月30日であります。 

  

 中間連結財務諸表の作成に当た

っては、中間決算日現在の財務諸

表を使用しております。ただし、

中間連結決算日までの期間に発生

した重要な取引については、連結

上必要な調整を行っております。 

 CINE WELCOME CO.,LTD.(現 ORICON 

CNS INC.)の決算日は、12月31日であ

ります。 

 連結財務諸表の作成に当たっては、

同決算日現在の財務諸表を使用してお

ります。ただし、１月１日から連結決

算日３月31日までの期間に発生した重

要な取引については、連結上必要な調

整を行っております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４．会計処理基準に関する

事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ①有価証券 ①有価証券 ①有価証券 

   満期保有目的の債券 

  償却原価法（定額法） 

 満期保有目的の債券 

同左 

 満期保有目的の債券 

同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価

は、移動平均法により算

定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は、

移動平均法により算定） 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

ただし、投資事業有限責

任組合への投資について

は、組合契約に規定され

る決算報告日に応じて入

手可能な最近の決算書を

基礎とし、持分相当額を

純額で取り込む方法によ

っております。 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  ②デリバティブ 

時価法 

②デリバティブ 

同左 

②デリバティブ 

同左 

  ③たな卸資産 

商品 

移動平均法による原価法 

③たな卸資産 

商品 

同左 

③たな卸資産 

商品 

同左 

  仕掛品 

個別法による原価法 

仕掛品 

同左 

仕掛品 

同左 

  貯蔵品 

最終仕入原価法 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

  (2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  ①有形固定資産 

 定率法を採用しておりま

す。ただし、平成16年４月１

日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）について

は、定額法を採用しておりま

す。なお、耐用年数について

は下記のとおり、また、残存

価額については取得価額の

10％としております。 

建物及び構

築物 
： ８年～39年

工具、器具

及び備品 
： ２年～10年

①有形固定資産 

 定率法を採用しておりま

す。ただし、平成16年４月１

日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）について

は、定額法を採用しておりま

す。なお、耐用年数について

は下記のとおりであります。 

建物及び構

築物 
： ８年～39年

工具、器具

及び備品 
： ２年～10年

①有形固定資産 

 定率法を採用しておりま

す。ただし、平成16年４月１

日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）について

は、定額法を採用しておりま

す。なお、耐用年数について

は下記のとおり、また、残存

価額については取得価額の

10％としております。 

建物及び構

築物 
： ８年～39年

工具、器具

及び備品 
： ２年～10年

     （会計方針の変更） 

 当社及び国内連結子会社

は、法人税法の改正に伴い、

当中間連結会計期間より、平

成19年４月１日以降に取得し

た有形固定資産について、改

正後の法人税法に基づく減価

償却の方法に変更しておりま

す。 

 これによる損益及びセグメ

ント情報に与える影響は軽微

であります。 

 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

     （追加情報） 

 当社及び国内連結子会社

は、法人税法の改正に伴い、

平成19年３月31日以前に取得

した有形固定資産について

は、改正前の法人税法に基づ

く減価償却の方法の適用によ

り取得価額の５％に到達した

連結会計年度の翌連結会計年

度より、取得価額の５％相当

額と備忘価額との差額を５年

間にわたり均等償却し、減価

償却費に含めて計上しており

ます。 

 これによる損益及びセグメ

ント情報に与える影響は軽微

であります。 

 

  ②無形固定資産 

 ソフトウェア 

 ソフトウェア（自社利

用）については、自社にお

ける利用可能期間（５年）

に基づく定額法を採用して

おります。 

②無形固定資産 

 ソフトウェア 

同左 

②無形固定資産 

 ソフトウェア 

同左 

  (3）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見積額を計上し

ております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

  ②返品調整引当金 

 返品調整引当金は雑誌の返

品による損失に備えるため、

雑誌の出版事業に係る売掛金

残高に一定期間の返品率を乗

じた額を計上しております。 

②返品調整引当金 

同左 

②返品調整引当金 

同左 

  ③退職給付引当金 

 連結子会社であるオリコ

ン・エンタテインメント㈱、

及びCINE WELCOME CO.,LTD.

は、従業員の退職給付に備え

るため、当中間連結会計期間

末における退職給付債務及び

年金資産の見込額（簡便法）

に基づき計上しております。 

 ただし、オリコン・エンタ

テインメント㈱は、年金資産

が退職給付債務を超過してい

るため、投資その他の資産

「長期前払費用」に前払年金

費用513千円を計上しておりま

す。 

③退職給付引当金 

 連結子会社であるオリコ

ン・エンタテインメント㈱、

及びORICON CNS INC.は、従業

員の退職給付に備えるため、

当中間連結会計期間末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額（簡便法）に基づき

計上しております。 

 ただし、オリコン・エンタ

テインメント㈱は、年金資産

が退職給付債務を超過してい

るため、投資その他の資産

「長期前払費用」に前払年金

費用472千円を計上しておりま

す。 

③退職給付引当金 

 連結子会社であるオリコ

ン・エンタテインメント㈱、

及びCINE WELCOME CO.,LTD.

(現 ORICON CNS INC.)は、従

業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額（簡便法）に基づき

計上しております。  

 ただし、年金資産が退職給

付債務を超過しているため、

投資その他の資産「長期前払

費用」に前払年金費用995千円

を計上しております。 

  (4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、各

子会社の中間決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、

為替差額は損益として処理し

ております。なお、在外子会

社等の資産及び負債は、各子

会社の中間決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、収

益及び費用は期中平均相場に

より円貨に換算し、為替差額

は純資産の部における為替換

算調整勘定及び少数株主持分

に含めて計上しております。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

同左 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、各

子会社の決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、為替

差額は損益として処理してお

ります。なお、在外子会社等

の資産及び負債は、各子会社

の決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、収益及び費

用は期中平均相場により円貨

に換算し、為替差額は少数株

主持分及び資本の部における

為替換算調整勘定に含めて計

上しております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

  (6）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によってお

ります。なお、金利スワップ

については特例処理の要件を

満たしている場合は特例処理

を採用しております。 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 … 
金利スワッ

プ 

ヘッジ対象 … 
借入金及び

社債 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左  

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左  

  ③ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リスク及

び社債の時価変動リスクをヘ

ッジする目的で行っておりま

す。 

③ヘッジ方針 

同左 

③ヘッジ方針 

同左 

  ④ヘッジ有効性評価の方法 

 特例処理によっている金利

スワップであるため、有効性

の評価を省略しております。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  (7）その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

①消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

(7）その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

①消費税等の会計処理 

同左 

(7）その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

①消費税等の会計処理 

同左 

５．中間連結キャッシュ・

フロー計算書（連結キ

ャッシュ・フロー計算

書）における資金の範

囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準第５号 平

成17年12月９日）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日）

を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は1,278,980千円でありま

す。 

 なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しておりま

す。 

 ─────  （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適

用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は1,043,688千円でありま

す。 

 なお、当連結会計年度における連

結貸借対照表の純資産の部について

は、連結財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の連結財務諸表規則によ

り作成しております。 



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

（中間連結貸借対照表） 

当中間連結会計期間より、改正後の中間連結財務諸表

規則（平成18年４月26日 内閣府令第56号）を適用し、

「連結調整勘定」及び「営業権」を「のれん」として表

示しております。 

 なお、無形固定資産「その他」に含まれていた営業権

の金額は、前中間連結会計期間末は110,700千円でありま

す。 

（中間連結貸借対照表） 

「保険積立金」は、前中間連結会計期間末は、投資そ

の他の資産の「その他」に含めて表示しておりました

が、当中間連結会計期間末において資産の総額の100分の

５を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前中間連結会計期間末の「保険積立金」の金額

は192,125千円であります。 

（中間連結損益計算書） 

「地代家賃」は、販売費及び一般管理費の総額の100分

の10以下となったため、当中間連結会計期間より販売費

及び一般管理費の「その他」に含めて表示することとし

ました。 

なお、当中間連結会計期間の「地代家賃」の金額は

87,714千円であります。 

「法人税等還付加算金」は、前中間連結会計期間まで

営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました

が、当中間連結会計期間において営業外収益の総額の100

分の10を超えたため区分掲記しました。  

 なお、前中間連結会計期間の「その他」に含まれてい

る、「法人税等還付加算金」の金額は80千円でありま

す。  

（中間連結損益計算書） 

「支払手数料」は、前中間連結会計期間まで販売費及

び一般管理費の「その他」に含めて表示しておりました

が、当中間連結会計期間において販売費及び一般管理費

の総額の100分の10を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前中間連結会計期間の「その他」に含まれてい

る「支払手数料」の金額は88,475千円であります。 

 （中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

当中間連結会計期間より、改正後の中間連結財務諸表

規則（平成18年４月26日 内閣府令第56号）を適用し、

「連結調整勘定」及び「営業権」を「のれん」として表

示したことに伴い、営業活動によるキャッシュ・フロー

の「連結調整勘定」及び「営業権償却」を「のれん償却

額」として表示しております。 

なお、当中間連結会計期間の「連結調整勘定償却」の

金額は11,130千円、「営業権償却」の金額は12,300千円

であります。 

  

 （中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

─────── 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

※１．中間連結会計期間末日満期手

形 

中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理してお

ります。なお、当中間連結会計

期間末日が金融機関の休日であ

ったため、次の中間連結会計期

間末日満期手形が中間連結会計

期間末残高に含まれております 

 支払手形 51,643千円 

※１．中間連結会計期間末日満期手

形 

中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理してお

ります。なお、当中間連結会計

期間末日が金融機関の休日であ

ったため、次の中間連結会計期

間末日満期手形が中間連結会計

期間末残高に含まれております 

 支払手形 44,915千円 

※１．連結会計年度末日満期手形 

連結会計年度末日満期手形の会

計処理については、手形交換日を

もって決済処理しております。な

お、当連結会計年度末日が金融機

関の休日であったため、次の連結

会計年度末日満期手形が連結会計

年度末残高に含まれております 

 支払手形   44,149千円 

※２．当社においては、運転資金の

効率的な調達を行うため取引銀

行４行とコミットメントライン

設定契約を締結しております。

これら契約に基づく当中間連結

会計期間末の借入未実行残高は

次のとおりであります。 

  

  

コミットメントライン

の総額 
2,000百万円 

借入実行残高 500 

差引額 1,500 

※２．   ───── ※２．当社においては、運転資金の効

率的な調達を行うため取引銀行４

行とコミットメントライン設定契

約を締結しております。これら契

約に基づく当連結会計年度末の借

入未実行残高は次のとおりであり

ます。 

  

 なお、当該コミットメントライン

設定契約には以下の財務制限条項が

付されております。 

① 借入人は各年度の決算期及び中

間期の末日における連結貸借対照表

における純資産の部の金額を、平成

18年３月末決算期の資本の部の合計

金額の75％以上に維持すること。但

し、平成18年９月の中間期はこの限

りではない。 

② 借入人は各年度の決算期及び中

間期の末日における連結損益計算書

及び単体の損益計算書における営業

損益及び経常損益を損失としないこ

と。但し、平成18年９月の中間期は

この限りではない。 

 但し、平成19年３月31日現在、上

記財務制限条項の一部に抵触してお

りますが、財務制限条項の一部を変

更し、さらにコミットメントライン

の総額を８億円減額し12億円とする

変更契約を平成19年５月15日付で締

結しております。 

コミットメントライン

の総額 
2,000百万円

借入実行残高 800 

差引額 1,200 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

     

※１．固定資産除却損の内容は次の

とおりであります。 

※１．固定資産除却損の内容は次の

とおりであります。 

※１．固定資産除却損の内容は次の

とおりであります。 

工具、器具及び備品    370千円

ソフトウェア 95 

  465 

工具、器具及び備品  828千円

ソフトウェア 11,356 

  12,185 

建物  384千円

工具、器具及び備品 1,104 

ソフトウェア 4,317 

  5,806 

※２．   ───── ※２．   ───── ※２．当連結会計年度において、当

社グループは以下の資産グルー

プについて減損損失を計上しま

した。 

      

 場所  用途  種類 

オリコンDD

㈱ 

PC向け音楽配

信設備 

工具、器具及

び備品、ソフ

トウェア、長

期前払費用 

フランクリ

ン・ミント

㈱ 

通販事業用資

産 

工具、器具及

び備品、ソフ

トウェア、の

れん 

オリコン・

マーケティ

ング・プロ

モーション

㈱ 

SNSサイト用

システム 

ソフトウェア

     当社グループは、管理会計上の区分

（事業部門別）を基準に資産のグルー

ピングを行っております。ただし、将

来の使用が見込まれていない資産や、

独立したキャッシュ・フローを生み出

すと認められるものは、個別の資産グ

ループとして取扱っています。 

     上記の減損損失を認識するに至った

経緯及び内訳は、以下の通りでありま

す。 

    （1）オリコンDD㈱が保有するPC向け

音楽配信設備については、平成18年11

月末をもってサービスを終了したこと

に伴い、将来使用する見込みがないこ

とから、帳簿価額を回収可能額まで減

額し、当該減少額を減損損失として

「事業撤退損失」に含めて計上してお

ります。 

     その内訳は、工具、器具及び備品

15,870千円、ソフトウェア161,984千

円、及び長期前払費用5,765千円であ

ります。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

    ②フランクリン・ミント㈱が保有す

るのれん等の固定資産については、

２期連続して営業損失を計上したこ

とにより、当初計画していた収益の

達成が難しくなったことから、帳簿

価額を回収可能額まで減額し、当該

減少額を減損損失として特別損失に

計上しております。 

     その内訳は、工具、器具及び備品

3,672千円、ソフトウェア15,008千

円、及びのれん73,800千円でありま

す。 

    ③オリコン・マーケティング・プロ

モーション㈱が保有するSNS用設備に

ついては、事業化の進展が遅れ、当

面収益の見通しが立たないことか

ら、帳簿価額を回収可能額まで減額

し、当該減少額を減損損失として特

別損失に計上しております。 

     その内訳は、ソフトウェア49,500

千円であります。 

     なお、回収可能額は正味売却額を

使用し、全てゼロ評価としておりま

す。 

※３．当中間連結会計期間におい

て、当社グループは以下の資産

グループについて減損損失を計

上しました。 

 場所  オリコンDD㈱本社 

 用途  PC向け音楽配信設備 

 種類  工具、器具及び備品、 

 ソフトウェア、長期 

 前払費用 

※３．事業撤退損失は、フランクリ

ン・ミント事業からの撤退に伴

う損失であります。 

※３ 上記※２参照 

 当社グループは、管理会計上の区分

（事業部門別）を基準に資産のグルー

ピングを行っております。ただし、将

来の使用が見込まれていない資産や、

独立したキャッシュ・フローを生み出

すと認められるものは、個別の資産グ

ループとして取扱っています。 

   

 上記設備については、平成18年11月

末をもって、サービスを終了すること

に伴い、将来、使用する見込みがない

ことから、帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失とし

て「事業撤退損失」に含めて計上しま

した。 

   

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 その内訳は、工具、器具及び備品

10,777千円、ソフトウェア161,984千

円、及び長期前払費用5,765千円であ

ります。 

   

 なお、回収可能価額は正味売却価

額を使用し、全てゼロ評価としてお

ります。 

   

※４．   ───── ※４．のれん償却は、

Oricon CNS  INC.に係わるのれ

んを一括償却したものでありま

す。 

※４．   ───── 

※５．   ───── ※５．持分変動損失は、オリコンDD

㈱の第三者割当増資により発生

したものであります。 

※５．   ───── 

※６．   ───── ※６．持分法による投資損失は、持

分法適用関連会社である

DCG PLUS INC.株式の評価減を行

ったことによるものです。 

※６．   ───── 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 
  
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） １.普通株式の発行済株式総数の増加84株は、新株予約権の権利行使によるものであります。 

２.普通株式の自己株式の株式数の増加380株は、平成18年６月２日開催の取締役会決議により買受けたことに

伴うものであります。 

  

 ２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

    該当事項はありません。  

  
前連結会計年度末 

株式数 

当中間連結会計期間

増加株式数 

当中間連結会計期間

減少株式数 

当中間連結会計期間

末株式数 

 発行済株式        

   普通株式  160,608 84 － 160,692 

合計 160,608 84 － 160,692 

 自己株式         

   普通株式 4,230 380 － 4,610 

合計 4,230 380 － 4,610 

（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 27,366 175  平成18年３月31日  平成18年６月27日



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 
  
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の発行済株式総数の増加42株は、新株予約権の権利行使によるものであります。 

  

 ２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

    該当事項はありません。  

（２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

    該当事項はありません。  

  
前連結会計年度末 

株式数 

当中間連結会計期間

増加株式数 

当中間連結会計期間

減少株式数 

当中間連結会計期間

末株式数 

 発行済株式        

   普通株式  161,004 42 － 161,046 

合計 161,004 42 － 161,046 

 自己株式         

   普通株式 4,710 － － 4,710 

合計 4,710 － － 4,710 



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 
  
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） １.普通株式の発行済株式総数の増加396株は、新株予約権の権利行使によるものであります。 

２.普通株式の自己株式の株式数の増加480株は、平成18年６月２日開催の取締役会決議により買受けたことに

伴うものであります。 

  

 ２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

    該当事項はありません。  

  
前連結会計年度末 

株式数 

当連結会計年度増加

株式数 

当連結会計年度減少

株式数 

当連結会計年度末 

株式数 

 発行済株式        

   普通株式  160,608 396 － 161,004 

合計 160,608 396 － 161,004 

 自己株式         

   普通株式 4,230 480 － 4,710 

合計 4,230 480 － 4,710 

（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 27,366 175  平成18年３月31日  平成18年６月27日



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

（平成18年９月30日現在）

  （千円）

現金及び預金勘定 543,497

有価証券勘定 140,817

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△35,023

現金及び現金同等物 649,291

（平成19年９月30日現在）

  （千円）

現金及び預金勘定 966,955

有価証券勘定 20,078

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△6,600

現金及び現金同等物 980,434

（平成19年３月31日現在）

  （千円）

現金及び預金勘定 679,168

有価証券勘定 20,042

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△4,800

現金及び現金同等物 694,410

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円） 

建物 4,330 4,330 － 

工具、器具及
び備品 

6,792 5,207 1,584 

ソフトウェア 298,000 193,700 104,300 

合計 309,122 203,237 105,884 

 

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円）

工具、器具及
び備品 

13,624 6,679 6,944

車両運搬具 11,088 3,539 7,548

ソフトウェア 298,000 253,300 44,700

合計 322,712 263,519 59,193

 

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円）

建物 4,330 4,330 －

工具、器具及
び備品 

6,792 5,886 905

車両運搬具 11,088 2,654 8,433

ソフトウェア 298,000 223,500 74,500

合計 320,210 236,371 83,839

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内          63,788千円

１年超           48,689千円

合計          112,478千円

１年内         52,263千円

１年超           12,428千円

合計         64,692千円

１年内           66,276千円

１年超           23,524千円

合計           89,801千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料     33,952千円

減価償却費相当額       30,826千円

支払利息相当額       2,623千円

支払リース料 34,833千円

減価償却費相当額    31,477千円

支払利息相当額     1,686千円

支払リース料      69,804千円

減価償却費相当額      63,074千円

支払利息相当額    5,331千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年以内     4,118千円

１年超    8,873千円

合計        12,991千円

１年以内 1,836千円

１年超   - 千円

合計   1,836千円

１年以内 1,836千円

１年超 918千円

合計 2,754千円



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

(1）株式 4,749 4,723 △26 

(2）債券      

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 11,133 12,442 1,309 

合計 15,882 17,165 1,282 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

(1）満期保有目的の債券  

転換社債型新株予約権付社債 100,000 

(2）その他有価証券  

非上場株式 428,563 

中期国債ファンド 10,010 

追加型公社債投資信託受益証券 10,007 

投資事業有限責任組合  195,520 

ＭＭＦ 120,800 

大和ＳＭＢＣ＃844ＦＲ 25,000 

合計 889,901 



当中間連結会計期間末（平成19年９月30日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

(1）株式 3,852 4,141 288 

(2）債券      

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 36,133 38,803 2,669 

合計 39,986 42,944 2,958 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

(1）満期保有目的の債券  

転換社債型新株予約権付社債 100,000 

(2）その他有価証券  

非上場株式 213,864 

中期国債ファンド 10,041 

追加型公社債投資信託受益証券 10,037 

投資事業有限責任組合  186,585 

合計 520,528 



前連結会計年度（平成19年３月31日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

 当社グループは、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引に該

当するため、記載を省略しております。 

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日現在） 

 当社グループは、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引に該

当するため、記載を省略しております。 

前連結会計年度（平成19年３月31日現在） 

当社グループは、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引に該

当するため、記載を省略しております。 

  取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1）株式 4,749 4,951 202 

(2）債券      

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 11,133 17,431 6,298 

合計 15,882 22,383 6,500 

  連結貸借対照表計上額（千円） 

(1）満期保有目的の債券  

転換社債型新株予約権付社債 100,000 

(2）その他有価証券  

非上場株式 177,199 

中期国債ファンド 10,022 

追加型公社債投資信託受益証券 10,019 

投資事業有限責任組合 172,964 

大和ＳＭＢＣ＃844ＦＲ 25,000 

合計 495,205 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

（千円） 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

（千円） 

 
データベース

事業 

メディア  

事業 

フランクリ

ン・ミント 

事業 

計 消去又は全社 連結 

売上高            

(1）外部顧客に対する

売上高 
239,123 2,062,081 478,722 2,779,928 － 2,779,928 

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高 

99,000 60,000 － 159,000 (159,000) － 

計 338,123 2,122,081 478,722 2,938,928 (159,000) 2,779,928 

営業費用 268,663 2,036,733 482,241 2,787,638 89,635 2,877,274 

営業損益 69,460 85,347 △3,518 151,289 (248,635) △97,346 

 
データベース

事業 

メディア  

事業 

フランクリ

ン・ミント 

事業 

計 消去又は全社 連結 

売上高            

(1）外部顧客に対する

売上高 
234,114 2,486,184 254,234 2,974,534 － 2,974,534 

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高 

117,000 60,000 － 177,000 (177,000) － 

計 351,114 2,546,184 254,234 3,151,534 (177,000) 2,974,534 

営業費用 280,917 2,252,957 274,557 2,808,433 91,030 2,899,463 

営業損益 70,196 293,226 △20,322 343,100 (268,030) 75,070 



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

（千円） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、サービスの内容及び特性を考慮して区分しております。 

２．フランクリン・ミント事業は、平成19年９月に事業譲渡しております。 

３．各区分に属する主要なサービス等 

４．「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容は次のとおりであります。 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。 

 当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

（千円） 

 前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 
データベース

事業 

メディア  

事業 

フランクリ

ン・ミント 

事業 

計 消去又は全社 連結 

売上高            

(1）外部顧客に対する

売上高 
480,929 4,676,345 973,835 6,131,110 － 6,131,110 

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高 

198,250 120,000 － 318,250 (318,250) － 

計 679,179 4,796,345 973,835 6,449,360 (318,250) 6,131,110 

営業費用 542,858 4,369,896 1,021,866 5,934,621 181,827 6,116,448 

営業損益 136,320 426,448 △48,030 514,738 (500,077) 14,661 

事業区分 主要なサービス等 

データベース事業 音楽情報データベース貸与事業等 

メディア事業 携帯端末へのコンテンツ提供事業、出版事業、WEB事業等 

フランクリン・ミント事業 コレクションアイテムを中心とした通信販売事業等 

 
前中間連結会計
期間（千円） 

当中間連結会計
期間（千円） 

前連結会計年度
（千円） 

主な内容 

消去又は全社の項

目に含めた配賦不

能営業費用の金額 

248,635 268,030 500,077 
提出会社の総務部門等、一般

管理部門にかかる費用 

  日本 アジア 計 消去又は全社 連結 

売上高          

(1）外部顧客に対する売上高 2,450,048 524,486 2,974,534 － 2,974,534 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － － － 

計 2,450,048 524,486 2,974,534 － 2,974,534 

営業費用 2,307,282 592,181 2,899,463 － 2,899,463 

営業損益 142,765 △67,694 75,070 － 75,070 



（千円） 

（注） １．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

    ２．各区分に属する国又は地域の内訳は以下のとおりであります。 

      アジア・・・・・韓国 

  日本 アジア 計 消去又は全社 連結 

売上高          

(1）外部顧客に対する売上高 5,264,203 866,907 6,131,110 － 6,131,110 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － － － 

計 5,264,203 866,907 6,131,110 － 6,131,110 

営業費用 5,268,049 848,399 6,116,448 － 6,116,448 

営業損益 △3,846 18,507 14,661 － 14,661 



【海外売上高】 

     前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  

  

     当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  

  

 前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

  

  

 （注） １.国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

     ２.各区分に属する国又は地域の内訳は以下のとおりであります。 

       アジア・・・・・・韓国、台湾 

     ３.海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  アジア 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 280,834 280,834 

Ⅱ 連結売上高（千円）   2,779,928 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高

の割合（％） 
10.1 10.1 

  アジア 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 525,628 525,628 

Ⅱ 連結売上高（千円）   2,974,534 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高

の割合（％） 
17.7 17.7 

  アジア 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 870,946 870,946 

Ⅱ 連結売上高（千円）   6,131,110 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高

の割合（％） 
14.2 14.2 



（１株当たり情報） 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額（円） 8,194.28 2,846.46 6,677.73 

１株当たり中間（当期）純

損失金額（△）（円） 
△2,763.78 △3,970.71 △4,330.91 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額 
－ － － 

    潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、

１株当たり中間純損失が計上

されているため記載しており

ません。  

同左   潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、

１株当たり当期純損失が計上

されているため記載しており

ません。  

       

 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり中間（当期） 

純純損失金額 
     

中間（当期）純損失

（△）（千円） 
△431,748 △620,646 △676,432 

普通株主に帰属しない金

額（千円） 
－ － － 

普通株式に係る中間（当

期）純損失（△） 

（千円） 

△431,748 △620,646 △676,432 

期中平均株式数（株） 156,217 156,306 156,187 

       

希薄化効果を有しないた

め、潜在株式調整後１株当

たり中間（当期）純利益の

算定に含めなかった潜在株

式の概要 

新株予約権２種類（新株予

約権数2,910株） 

新株予約権４種類（新株予

約権数4,106株） 

新株予約権２種類（新株予

約権数2,598株） 



（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

────── 子会社株式の売却について ────── 

   当社が保有する当社の連結子会社であるオ

リコン・モバイル㈱（現 ㈱oricon ME）の株

式の一部をエヌ・アイ・エフSMBCベンチャー

ズ㈱及び㈱メディア工房に譲渡しておりま

す。 

 

  （1）当該子会社の事業内容及び当社との取引

内容 

社名 オリコン・モバイル㈱ 

   （現 ㈱ oricon ME) 

事業内容 携帯電話向けコンテンツ販売 

取引内容 管理業務を受託 

 

  （2）譲渡株数及び譲渡金額 

  エヌ・アイ・エフSMBCベンチャーズ㈱ 

   譲渡株数      17,000株 

   譲渡金額   340,000,000円 

  ㈱メディア工房 

   譲渡株数      5,000株 

   譲渡金額   100,000,000円 

 

  （3）譲渡後の当社所有株式数及び当社所有割

合 

 当社所有株式数  28,000株 

 当社所有割合     56％ 

 

  （4）譲渡理由 

 エヌ・アイ・エフSMBCベンチャーズ㈱の持

つネットワークを活用することにより、情報

通信分野での先端技術を保有するベンチャー

企業とのアライアンス等、事業領域を拡充さ

せる機会が広がること、また、㈱メディア工

房とは、業務提携を結ぶことにより双方のコ

ンテンツ拡充、ユーザーの誘導・回遊の促進

を図ることを目的としています。 

 

  （5）日程 

 平成19年11月14日 取締役会決議 

 平成19年11月14日 株式譲渡契約書締結 

 平成19年11月20日 株式引渡し 

 

  （6）当該事象の損益に与える影響 

 平成20年３月期決算において、関係会社株

式売却益を連結で419百万円、個別で440百万

円、計上する予定であります。 

 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(千円) 
構成比
（％）

金額(千円) 
構成比
（％）

金額(千円) 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金     234,638     257,898     164,025  

２．未収入金     418,156     196,533     470,635  

３．短期貸付金     645,434     －     474,000  

４．その他     57,804     75,201     48,396  

５．貸倒引当金     △185,609     △15,988     △57,000  

流動資産合計     1,170,423 32.7   513,645 20.0   1,100,057 36.1 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産                    

(1）建物   34,174     35,744     35,504    

減価償却累計額   10,587 23,587   12,644 23,100   11,655 23,849  

(2）車両運搬具   8,103     8,103     8,103    

減価償却累計額   6,755 1,347   7,185 917   7,010 1,092  

(3）工具、器具及び
備品   218,054     254,678     226,973    

減価償却累計額   164,475 53,579   183,752 70,925   174,778 52,194  

(4）土地     890     890     890  

(5）建設仮勘定      15,088     15,088     15,088  

有形固定資産合計     94,493 2.6   110,923 4.3   93,114 3.1 

２．無形固定資産                    

(1）ソフトウェア     19,560     25,401     10,751  

(2）電話加入権     1,224     1,224     1,224  

無形固定資産合計     20,784 0.6   26,625 1.1   11,975 0.4 

３．投資その他の資産                    

(1）投資有価証券     559,277     537,015     491,168  

(2）関係会社株式      1,106,803     864,464     1,016,803  

(3）長期貸付金     544,644     312,766     789,441  

(4）その他     252,831     262,915     242,791  

(5）投資損失引当金     －     －     △227,000  

(6）貸倒引当金     △167,726     △63,569     △472,007  

投資その他の資産
合計     2,295,831 64.1   1,913,591 74.6   1,841,197 60.4 

固定資産合計     2,411,109 67.3   2,051,141 80.0   1,946,288 63.9 

資産合計     3,581,533 100.0   2,564,786 100.0   3,046,346 100.0 

                     
 



   
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 
当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 
前事業年度の要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(千円) 
構成比
（％）

金額(千円) 
構成比
（％）

金額(千円) 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．短期借入金 ※１   1,260,000     888,000     1,230,000  

２．１年以内返済長期
借入金     60,000     139,200     160,800  

３. 社債     －     600,000     －  

４．預り金     210,749     －     154,431  

５．その他 ※２   160,382     90,329     103,566  

流動負債合計     1,691,132 47.2   1,717,529 67.0   1,648,797 54.1 

Ⅱ 固定負債                    

１．社債     600,000     －     600,000  

２．長期借入金     30,000     448,800     199,200  

固定負債合計     630,000 17.6   448,800 17.5   799,200 26.3 

負債合計     2,321,132 64.8   2,166,329 84.5   2,447,997 80.4 

                     

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

１．資本金     1,075,310 30.0   1,078,117 42.1   1,077,784 35.4

２．資本剰余金                    

  資本準備金     334,101     336,908     336,575  

  その他資本剰余金     600,000     600,000     600,000  

 資本剰余金合計     934,101 26.1   936,908 36.5   936,575 30.7

３.利益剰余金                    

  繰越利益剰余金     △583,118     △1,451,107     △1,236,752  

 利益剰余金合計     △583,118 △16.3   △1,451,107 △56.6   △1,236,752 △40.6

４.自己株式     △166,653 △4.7   △171,853 △6.7   △171,853 △5.6

 株主資本合計     1,259,640 35.2   392,065 15.3   605,754 19.9

Ⅱ 評価・換算差額等                    

１．その他有価証券評
価差額金     760     6,391     △7,406  

評価・換算差額等合
計     760 0.0   6,391 0.2   △7,406 △0.3 

純資産合計     1,260,400 35.2   398,457 15.5   598,348 19.6 

負債純資産合計     3,581,533 100.0   2,564,786 100.0   3,046,346 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額(千円) 
百分比
（％）

金額(千円) 
百分比
（％）

金額(千円) 
百分比
（％）

Ⅰ 営業収益     381,272 100.0   406,743 100.0   596,835 100.0 

Ⅱ 営業費用     239,724 62.9   259,173 63.7   480,714 80.5 

営業利益     141,547 37.1   147,569 36.3   116,120 19.5 

Ⅲ 営業外収益                    

１．受取利息   7,546     4,780     14,930    

２．その他   2,632 10,178 2.7 1,331 6,111 1.5 5,421 20,352 3.4 

Ⅳ 営業外費用                    

１．支払利息   6,743     14,022     15,448    

２．社債利息   3,910     4,615     8,904    

３．株式関連費   12,094     9,651     23,929    

４．支払手数料   17,440     5,394     24,322    

５．その他   2,698 42,888 11.3 2,277 35,961 8.9 2,033 74,639 12.5 

経常利益     108,837 28.5   117,719 28.9   61,832 10.4 

Ⅴ 特別利益                    

１．投資有価証券売却
益   159,800     19,749     159,800    

２. 貸倒引当金戻入益   － 159,800 41.9 37,550 57,299 14.1 － 159,800 26.8

Ⅵ 特別損失                    

１．固定資産除却損   28     133     28    

２．投資有価証券評価
損   5,138     981     85,908    

３．関係会社株式評価
損   616,115     128,615     716,115    

４．事業撤退損失   －     267,072     －    

５．関係会社貸倒引当
金繰入額   281,056     －     474,236    

６．貸倒引当金繰入額   17,414     －     15,815    

７．投資損失引当金繰
入額   －     －     227,000    

８．保証履行損失   31,118     －     31,118    

９．その他   － 950,871 249.3 － 396,803 97.5 1,200 1,551,422 260.0 

税引前中間（当
期）純損失（△）     △682,233 △178.9   △221,784 △54.5   △1,329,789 △222.8 

法人税、住民税及
び事業税   66,065     2,888     44,284    

法人税等調整額   5,087 71,152 18.7 △10,318 △7,429 △1.8 32,945 77,230 12.9 

中間（当期）純損
失（△）     △753,386 △197.6   △214,355 △52.7   △1,407,020 △235.7 

                     



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 
自己 

株式 

株主資本 

合計 資本 

準備金 

その他資本

剰余金 

 資本剰余金

合計 

繰越利益 

剰余金 

利益剰余金 

合計 

平成18年３月31日 残高 

（千円） 
1,074,644 333,435 600,000 933,435 197,633 197,633 △127,975 2,077,738 

中間会計期間中の変動額                

新株の発行 666 666 － 666 － － － 1,332 

剰余金の配当（注） － － － － △27,366 △27,366 － △27,366 

中間純損失 － － － － △753,386 △753,386 － △753,386 

自己株式の取得 － － － － － － △38,678 △38,678 

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額） 
－ － － － － － － － 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
666 666 － 666 △780,752 △780,752 △38,678 △818,098 

平成18年９月30日 残高 

（千円） 
1,075,310 334,101 600,000 934,101 △583,118 △583,118 △166,653 1,259,640 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 

有価証券 

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

平成18年３月31日 残高 

（千円） 
1,423 1,423 2,079,162 

中間会計期間中の変動額      

新株の発行 － － 1,332 

剰余金の配当（注） － － △27,366 

中間純損失 － － △753,386 

自己株式の取得 － － △38,678 

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額） 
△662 △662 △662 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
△662 △662 △818,761 

平成18年９月30日 残高 

（千円） 
760 760 1,260,400 



当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 
自己 

株式 

株主資本 

合計 資本 

準備金 

その他資本

剰余金 

 資本剰余金

合計 

繰越利益 

剰余金 

利益剰余金 

合計 

平成19年３月31日 残高 

（千円） 
1,077,784 336,575 600,000 936,575 △1,236,752 △1,236,752 △171,853 605,754 

中間会計期間中の変動額                

新株の発行 333 333 － 333 － － － 666 

中間純損失 － － － － △214,355 △214,355 － △214,355 

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額） 
－ － － － － － － － 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
333 333 － 333 △214,355 △214,355   △213,689 

平成19年９月30日 残高 

（千円） 
1,078,117 336,908 600,000 936,908 △1,451,107 △1,451,107 △171,853 392,065 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 

有価証券 

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

平成19年３月31日 残高 

（千円） 
△7,406 △7,406 598,348 

中間会計期間中の変動額      

新株の発行 － － 666 

中間純損失 － － △214,355 

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額） 
13,797 13,797 13,797 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
13,797 13,797 △199,891 

平成19年９月30日 残高 

（千円） 
6,391 6,391 398,457 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 
自己 

株式 

株主資本 

合計 資本 

準備金 

その他資本

剰余金 

 資本剰余金

合計 

繰越利益 

剰余金 

利益剰余金 

合計 

平成18年３月31日 残高 

（千円） 
1,074,644 333,435 600,000 933,435 197,633 197,633 △127,975 2,077,738 

事業年度中の変動額                

新株の発行 3,140 3,140 － 3,140 － － － 6,280 

剰余金の配当（注） － － － － △27,366 △27,366 － △27,366 

当期純損失 － － － － △1,407,020 △1,407,020 － △1,407,020 

自己株式の取得 － － － － － － △43,878 △43,878 

株主資本以外の項目の事業年度

中の変動額（純額） 
－ － － － － － － － 

事業年度中の変動額合計 

（千円） 
3,140 3,140 － 3,140 △1,434,386 △1,434,386 △43,878 △1,471,983 

平成19年３月31日 残高 

（千円） 
1,077,784 336,575 600,000 936,575 △1,236,752 △1,236,752 △171,853 605,754 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 

有価証券 

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

平成18年３月31日 残高 

（千円） 
1,423 1,423 2,079,162 

事業年度中の変動額      

新株の発行 － － 6,280 

剰余金の配当（注） － － △27,366 

当期純損失 － － △1,407,020 

自己株式の取得 － － △43,878 

株主資本以外の項目の事業年度

中の変動額（純額） 
△8,830 △8,830 △8,830 

事業年度中の変動額合計 

（千円） 
△8,830 △8,830 △1,480,813 

平成19年３月31日 残高 

（千円） 
△7,406 △7,406 598,348 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法） 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左  

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左  

  子会社株式 

移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

同左  

子会社株式及び関連会社株式 

 同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算期末日の市場価

格等に基づく時価法（評価

差額は、全部純資産直入法

により処理し、売却原価

は、移動平均法により算

定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左  

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算期末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は、全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は、移

動平均法により算定）   

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

 ただし、投資事業有限責

任組合への投資について

は、組合契約に規定される

決算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取

込む方法によっておりま

す。 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2）デリバティブ 

時価法 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

  定率法を採用しております。

ただし、平成16年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備

を除く）については、定額法を

採用しております。なお、耐用

年数については下記のとおり、

また、残存価額については取得

価額の10％としております。  

建物：８年～39年 

工具、器具及び備品：４年～

10年 

(1）有形固定資産 

  定率法を採用しております。

ただし、平成16年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備

を除く）については、定額法を

採用しております。なお、耐用

年数については下記のとおりで

あります。  

建物：８年～39年 

工具、器具及び備品：２年～

10年 

 （会計方針の変更） 

  法人税法の改正に伴い、当中

間会計期間より、平成19年４月

１日以降に取得した有形固定資

産について、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更

しております。 

 これによる損益に与える影響

は軽微であります。 

 （追加情報） 

  法人税法の改正に伴い、平成

19年３月31日以前に取得した有

形固定資産については、改正前

の法人税法に基づく減価償却の

方法の適用により取得価額の

５％に到達した事業年度の翌事

業年度より、取得価額の５％相

当額と備忘価額との差額を５年

間にわたり均等償却し、減価償

却費に含めて計上しておりま

す。 

 これによる損益に与える影響

は軽微であります。 

(1）有形固定資産 

  定率法を採用しております。

ただし、平成16年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備

を除く）については、定額法を

採用しております。なお、耐用

年数については下記のとおり、

また、残存価額については取得

価額の10％としております。  

建物：８年～39年 

工具、器具及び備品：２年～

10年 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (2）無形固定資産 

 ソフトウェア（自社利用）に

ついては、自社における利用可

能期間（５年）に基づく定額法

を採用しております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見積額を計上しております。 

(1)貸倒引当金 

同左 

(1)貸倒引当金 

同左 

  (2)投資損失引当金 

────── 

(2)投資損失引当金 

────── 

(2)投資損失引当金 

 子会社に対する投資の損失に備

えるため、財政状態等を勘案し必

要と認めた額を計上しておりま

す。 

４．リース取引の処理方法   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

同左 同左 

５．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっており

ます。なお、金利スワップにつ

いては特例処理の要件を満たし

ている場合は特例処理を採用し

ております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金及び社債 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  (3）ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リスク及び

社債の時価変動リスクをヘッジ

する目的で行っております。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左  

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 特例処理によっている金利ス

ワップであるため、有効性の評

価を省略しております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

(1）消費税等の処理方法 

  消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。 

(1）消費税等の処理方法 

  消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。 

(1）消費税等の処理方法 

  消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。 

       



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

  当中間会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準第５号 平

成17年12月９日）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日）

を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は1,260,400千円でありま

す。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

  当事業年度より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適

用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は598,348千円でありま

す。 

 なお、当事業年度における貸借対

照表の純資産の部については、財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の

中間財務諸表等規則により作成して

おります。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

 （中間貸借対照表） 

「長期貸付金」は、前中間会計期間末まで、投資その

他の資産の「その他」に含めて表示しておりましたが、

当中間会計期間末において資産の総額の100分の５を超

えたため、区分掲記しました。 

なお、前中間会計期間末の「長期貸付金」の金額は

61,066千円であります。  

「未払消費税等」及び「未払法人税等」は、資産の総

額の100分の５以下となっているため、当中間会計期間

末より流動負債の「その他」に含めて表示することとし

ました。  

なお、当中間会計期間末の「未払消費税等」の金額は

1,561千円、「未払法人税等」の金額は47,963千円であ

ります。   

 （中間貸借対照表） 

前中間会計期間末まで区分掲記していた「短期貸付

金」（当中間会計期間末の残高は 14,000千円）及び

「預り金」（当中間会計期間末の残高は 4,335千円）

は、当中間会計期間末において資産の総額の100分の５

以下となったので、それぞれ流動資産の「その他」及び

流動負債の「その他」に含めて表示することとしまし

た。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１．当社においては、運転資金の

効率的な調達を行うため取引銀

行４行とコミットメントライン

設定契約を締結しております。

これら契約に基づく当中間連結

会計期間末の借入未実行残高は

次のとおりであります。 

  

コミットメントライン

の総額 
2,000百万円 

借入実行残高 500 

差引額 1,500 

※１．   ────── ※１．当社においては、運転資金の

効率的な調達を行うため取引銀行

４行とコミットメントライン設定

契約を締結しております。これら

契約に基づく当事業年度末の借入

未実行残高は次のとおりでありま

す。 

  
 なお、当該コミットメントライン

設定契約には以下の財務制限条項が

付されております。 

①借入人は各年度の決算期及び中間

期の末日における連結貸借対照表に

おける純資産の部の金額を、平成18

年３月末決算期の資本の部の合計金

額の75％以上に維持すること。但

し、平成18年９月の中間期はこの限

りではない。 

②借入人は各年度の決算期及び中間

期の末日における連結損益計算書及

び単体の損益計算書における営業損

益及び経常損益を損失としないこ

と。但し、平成18年９月の中間期は

この限りではない。 

 但し、平成19年３月31日現在、上

記財務制限条項の一部に抵触してお

りますが、財務制限条項の一部を変

更し、さらにコミットメントライン

の総額を８億円減額し12億円とする

変更契約を平成19年５月15日付で締

結しております。 

  

コミットメントライ

ンの総額 
2,000百万円

借入実行残高 800 

差引額 1,200 

※２．消費税等の取扱い ※２．消費税等の取扱い ※２．   ────── 

 仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、流動負債

「その他」に含めて表示してお

ります。            

同左           

             

 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

 ３．偶発債務  ３．偶発債務  ３．偶発債務 

 次の関係会社について、金融

機関からの借入に対し債務保証

を行っております。       

 次の関係会社について、金融

機関からの借入に対し債務保証

を行っております。       

 次の関係会社について、金融

機関からの借入に対し債務保証

を行っております。       

保証先 金額(千円) 内容 

CINE WELCOME 

CO.,LTD. 
174,860 借入債務 

合計 174,860 － 

保証先 金額(千円) 内容 

ORICON CNS INC. 175,980 借入債務 

合計 175,980 － 

保証先 金額(千円) 内容 

CINE WELCOME 

CO.,LTD. 

(現 ORICON CNS

INC.) 

175,840 借入債務 

合計 175,840 － 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．減価償却実施額 １．減価償却実施額 １．減価償却実施額 

有形固定資産   10,795千円

無形固定資産    9,228千円

有形固定資産 9,265千円

無形固定資産   4,071千円

有形固定資産 22,423千円

無形固定資産   18,475千円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

  

 前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  
 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加380株は、平成18年６月２日開催の取締役会決議により買受けたことに 
     伴うものです。 

  

 当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

  

 前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  
 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加480株は、平成18年６月２日開催の取締役会決議により買受けたことに 
     伴うものです。 

  前事業年度末株式数
当中間会計期間増加

株式数 

当中間会計期間減少 

株式数 

当中間会計期間末株

式数 

 普通株式  （注） 4,230 380 － 4,610 

     合計 4,230 380 － 4,610 

  前事業年度末株式数
当中間会計期間増加

株式数 

当中間会計期間減少 

株式数 

当中間会計期間末株

式数 

 普通株式 4,710 － － 4,710 

     合計 4,710 － － 4,710 

  前事業年度末株式数
当事業年度増加株式

数 

当事業年度減少株式

数 
当事業年度末株式数

 普通株式  （注） 4,230 480 － 4,710 

     合計 4,230 480 － 4,710 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有者が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有者が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円） 

建物 4,330 4,330 － 

合計 4,330 4,330 － 

 

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円）

車両運搬具 11,088 3,539 7,548

合計 11,088 3,539 7,548

 

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円）

建物 4,330 4,330 -

車両運搬具 11,088 2,654 8,433

合計 15,418 6,984 8,433

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内    －千円

１年超 －千円

合計    －千円

１年内 2,282千円

１年超 6,995千円

合計 9,277千円

１年以内 1,686千円

１年超   7,212千円

合計     8,898千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料    320千円

減価償却費相当額    288千円

支払利息相当額   2千円

支払リース料 1,141千円

減価償却費相当額    884千円

支払利息相当額 313千円

支払リース料       2,603千円

減価償却費相当額       2,058千円

支払利息相当額      717千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内      4,118千円

１年超      8,873千円

合計      12,991千円

１年内      1,836千円

１年超       - 千円

合計         1,836千円

１年以内           1,836千円

１年超            918千円

合計           2,754千円



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

────── 子会社株式の売却について ────── 

   当社が保有する当社の連結子会社であるオ

リコン・モバイル㈱（現 ㈱oricon ME）の株

式の一部をエヌ・アイ・エフSMBCベンチャー

ズ㈱及び㈱メディア工房に譲渡しておりま

す。 

 

  （1）当該子会社の事業内容及び当社との取引

内容 

社名 オリコン・モバイル㈱ 

   （現 ㈱ oricon ME) 

事業内容 携帯電話向けコンテンツ販売 

取引内容 管理業務を受託 

 

  （2）譲渡株数及び譲渡金額 

  エヌ・アイ・エフSMBCベンチャーズ㈱ 

   譲渡株数      17,000株 

   譲渡金額   340,000,000円 

  ㈱メディア工房 

   譲渡株数      5,000株 

   譲渡金額   100,000,000円 

 

  （3）譲渡後の当社所有株式数及び当社所有割

合 

 当社所有株式数  28,000株 

 当社所有割合     56％ 

 

  （4）譲渡理由 

 エヌ・アイ・エフSMBCベンチャーズ㈱の持

つネットワークを活用することにより、情報

通信分野での先端技術を保有するベンチャー

企業とのアライアンス等、事業領域を拡充さ

せる機会が広がること、また、㈱メディア工

房とは、業務提携を結ぶことにより双方のコ

ンテンツ拡充、ユーザーの誘導・回遊の促進

を図ることを目的としています。 

 

  （5）日程 

 平成19年11月14日 取締役会決議 

 平成19年11月14日 株式譲渡契約書締結 

 平成19年11月20日 株式引渡し 

 

  （6）当該事象の損益に与える影響 

 平成20年３月期決算において、関係会社株

式売却益を連結で419百万円、個別で440百万

円、計上する予定であります。 

 

     



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第８期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月26日関東財務局長に提出 

(2）臨時報告書 

 平成19年９月11日関東財務局長に提出  

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号及び第12号並びに第19号の規定に基づく臨時報告書であ 

 ります。 

(3）自己株券買付状況報告書 

 報告期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年３月31日）平成19年４月９日関東財務局長に提出 

  

(4）有価証券報告書の訂正報告書 

 平成19年９月19日関東財務局長に提出 

 第８期（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成１８年１２月１５日

オリコン株式会社  

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 浜田 正継   印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 神尾 忠彦   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているオリ

コン株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年４月

１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、

中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、オリコン株式会社及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成１９年１２月１７日

オリコン株式会社  

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 浜田 正継   印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 石川 純夫   印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 渡辺 力夫   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているオリコン株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成

１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損

益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、オリコン株式会社及び連結子会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

  追記情報 

 重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は連結子会社であるオリコン・モバイル㈱の株式の

一部を譲渡している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成１８年１２月１５日

オリコン株式会社  

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 浜田 正継   印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 神尾 忠彦   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているオリ

コン株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第８期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月１

日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本

等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、オリコン株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月

１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成１９年１２月１７日

オリコン株式会社  

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 浜田 正継   印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 石川 純夫   印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 渡辺 力夫   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているオリコン株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第９期事業年度の中間会計期間（平成１

９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中

間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、オリコン株式会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１９年４月

１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  追記情報 

 重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は連結子会社であるオリコン・モバイル㈱の株式の

一部を譲渡している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 
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